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1. 地方公会計とは

※総務省は、財政の効率化・適正化を推進するため、企業会計の考え方及び手法を取り入れた

財務書類の作成・公表を推進するとともに、地方公共団体間の比較可能性を高める目的から、

平成27年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表しました。

栃木市では、このマニュアル（令和元年8月改定）に基づき、平成28年度決算より統一的な基準

による財務書類を作成し、公表しています。

①説明責任の履行

住民や議会、外部に対する財務情報の分かりやすい開示

②財政の効率化・適正化

財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・債務管理や

予算編成、政策評価等に有効に活用

■地方公会計の目的

地方公会計は、従来の官庁会計を変更するものでなく、企業会計の手法により補完

することが目的となります。

発生主義会計（複式簿記）により、

ストック情報やフロー情報を総体的・

一覧的に把握することにより、現金

主義会計を補完

◯主な決算書類

財務諸表

現行の予算・決算制度は、現金収支を

議会の民主的統制下に置くことで、予算

の適正・確実な執行を図るという観点か

ら、現金主義会計（単式簿記）を採用

◯主な決算書類

歳入歳出決算書

現金主義会計

■財務書類の整備

発生主義会計

補完

◯複式簿記の導入

資産・負債（ストック）や行政コスト（フロー）等資産形成に関する情報の明示

◯発生主義会計の導入

減価償却費や退職手当引当金繰入額など、支出を伴わないコストの明示

◯連結会計の導入

栃木市に関連する団体の財務状況の明示

◯公共施設マネジメント等への活用

固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能

■統一的な地方公会計の特徴（財務書類整備の効果）
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2. 財務書類の体系
◯財務書類の作成対象となる団体（会計）

　栃木市では、一般会計のほか、地方公営事業会計（８団体）を全体財務書類に、
一部事務組合等（６団体）を連結財務書類に加えています。

財務書類の作成対象となる団体
③連結ベース (15)

②全体ベース（9）

一般会計

①一般会計等 (1)

一部事務組合等（6）

栃木県市町村総合事務組合

佐野地区衛生施設組合

宇都宮西中核工業団地事務組合

栃木県後期高齢者医療広域連合

（一財）栃木市農業公社

（株）観光農園いわふね

②公営事業会計 (8)

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計（保険事業勘定）

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

栃木インター西産業団地特別会計

水道事業会計

平川産業団地特別会計

財務書類は、一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計を対象とした一般

会計等財務書類、一般会計等財務書類に地方公営事業会計を加えた全体財務書類、

全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加えた連結財務書類の３種類に区分され

ます。それぞれの対象団体(会計) は以下のとおりです。

下水道事業会計
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◯財務書類の構成
　一般会計等財務書類、全体財務書類および連結財務書類は、それぞれ貸借対照表、
行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書 (「財務書類 4 表」とい
います。)、附属明細書、注記によって構成されています。

・貸借対照表（BS：Balance Sheet）

会計年度の３月３１日時点（基準日）における、地方自治体が保有する資産と負債、

純資産等のストック項目の残高が明らかにされます。

・行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement）

一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政活動に係る費用(経常

的な費用) と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料などの収益(経常

的な収益) を対比させたもので、経常的な費用と収益の差額によって、地方公共団体

の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結びつかない経常的な活動について税

収等でまかなうべき行政コスト(純経常行政コスト)が明らかにされます。

・純資産変動計算書（NW：Net Worth statement）

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、1 年間でどのように変動した

かを表すもので、行政コスト計算書で算出された費用(純行政コスト) が純資産の減

少要因として計上されることなどを通じて、1 年間の純資産総額の変動が明らかにな

ります。また、固定資産等の変動により、純資産の変動要因が分かります。

・資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）

一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の

異なる三つの活動に分けて表示したもので、現金等の収支の流れを表したものである

ことから、地方公共団体の資金が期首残高から期末残高へと増減した原因が明らかに

なります。

一般会計等財務書類（全体財務書類および連結財務書類）
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３.令和４年度決算に係る財務書類の全体像

貸借対照表（ＢＳ） （単位：億円）

一般会計 全　体 連　結 一般会計 全　体 連　結

固定資産 1,806 2,666 2,696 732 1,154 1,158

有形固定資産 1,718 2,531 2,547 地方債等 503 796 798

無形固定資産 0 46 47 退職手当引当金 90 90 90

投資その他の資産 87 89 102 その他 139 269 270

流動資産 165 242 251 92 108 109

現金預金 54 97 106 65 90 90

短期貸付金・基金 108 135 136 その他 27 17 19

その他 3 9 9 負債合計 824 1,262 1,267

純資産 1,146 1,646 1,680

資産合計 1,970 2,908 2,946 負債及び純資産合計 1,970 2,908 2,946

市が行政サービスを提供するために保有している財産 

行政コスト計算書（ＰＬ） （単位：億円） 資金収支計算書（ＣＦ） （単位：億円）

一般会計 全　体 連　結 一般会計 全　体 連　結

経常費用 568 901 1,076 業務支出 516 815 990

経常収益 21 58 60 臨時支出 - 0 0

純経常行政コスト 547 843 1,016 業務収入 586 916 1,088

臨時損失 0 0 0 業務活動収支 71 101 99

臨時利益 1 2 2 投資活動支出 95 135 137

純行政コスト 546 842 1,015 投資活動収入 68 75 78

投資活動収支 △ 27 △ 60 △ 60

財務活動支出 68 92 93

純資産変動計算書（ＮＷ） （単位：億円） 財務活動収入 35 63 63

一般会計 全　体 連　結 財務活動収支 △ 33 △ 29 △ 29

前年度末純資産残高 1,121 1,614 1,651 本年度資金収支額 11 12 10

純行政コスト(△） △ 546 △ 842 △ 1,015 前年度末資金残高 37 80 90

財源 574 874 1,044 本年度末資金残高 48 92 100

本年度差額 27 32 29 本年度末歳計外資金残高 6 6 6

無償所管換等 △ 2 △ 1 △ 1 本年度末現金預金残高 54 97 106

その他 - 1 1 ※四捨五入の関係で合計額が一致しない場合があります。

本年度純資産変動額 25 32 29

本年度末純資産残高 1,146 1,646 1,680

科　目 科　目

科　目科　目

科　目

固定負債

流動負債

１年内償還予定地方債等

令和４年度会計に係る財務書類の全体像は、上記のとおりです。

①行政コスト計算書の純行政コストは、純資産変動計算書の純行政コストと、②純資産変動計算

書の本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産と、③資金収支計算書の本年度末現金預金残高は

貸借対照表の現金預金と、それぞれ一致します。

①

③

②
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栃木市以外の法人が
連結対象団体に対して
出資している部分
※連結のみ表示

金額 金額

　地方債等

　　土地
　退職手当引当金　　建物
　損失補償等引当金　　工作物
　その他　　その他

　1年内償還予定地方債等　　土地
　未払金　　建物
　賞与等引当金　　工作物
　預り金　　建設仮勘定
　その他

　長期未払金

科目 科目

　　固定資産 　負債

　　長期延滞債権

　　長期貸付金・基金

　　その他

　　有形固定資産 　固定負債

　　事業用資産

　流動負債　　インフラ資産

　　物品

　純資産

　負債及び純資産合計

（単位 ：億円）

　　徴収不能引当金

　　流動資産

　　現金預金

　　短期貸付金・基金

　　棚卸資産・徴収不能引当金

　　無形固定資産

　固定資産等形成分　　投資その他の資産

　余剰分（不足分）　　投資及び出資金

　他団体出資等分

　　資産合計

　　未収金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共施設等、インフラ
以外の土地、建物、
工作物が該当  

道路、公園、水道
事業等に供される
土地、建物、工作物
などが該当

 

ソフトウェア、借地
権など

 

１年を超えて回収さ
れていない債権

将来の退職手当の支
給見込額 

翌年度の賞与等の支
給見込額のうち、本
年度に属する部分 

現在までの世代が形
成した固定資産等
（固定資産及び流動
資産のうち短期貸付
金・基金） 

償還予定が１年以内
の市債など 

現金預金等（短期貸
付金・基金を除く流
動資産）から負債を
控除した額

有価証券、出資金
 

償還予定が１年を超
える市債など

 

損失補償又は保証債
務により生じる将来
の支払見込額 

建設途中で完成して
いない事業は
建設仮勘定となる

50 万円以上の備品

回収が見込まれない
金額（マイナスで表
示）
 

１年以内に回収予定
の貸付金や取崩予定
の基金

 

歳計外現金など

　貸借対照表は、基準日（３月３１日）時点における地方公共団体の財政状況を明らかにするこ
とを目的として作成されています。
　貸借対照上の左側（借方）には、行政サービスを提供するための資源である資産を表示し、右
側（貸方）には将来返済する義務である負債及び資産から負債を差し引いた純資産を示していま
す。
　一般的に、現在までの世代が負担した純資産（税収等）及び将来の世代が負担する負債（地方
債等）を財源として、現在の世代が保有する資産が形成されたものと理解されています。負債が
多いほど、将来世代の負担が大きくなります。

４. 財務書類４表
貸借対照表（BS)

翌々年度以降支払
義務のある金額
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一般会計 全　体 連　結 一般会計 全　体 連　結

固定資産 1,806 2,666 2,696 負債 824 1,262 1,267

　　有形固定資産 1,718 2,531 2,547 　　固定負債 732 1,154 1,158

事業用資産 861 885 887 地方債等 503 796 798

土地 271 287 288 長期未払金 137 21 21

建物 556 556 557 退職手当引当金 90 90 90

工作物 20 20 21 損失補償等引当金 2 2 2

その他 13 21 21 その他 - 247 248

インフラ資産 845 1,594 1,606 　　流動負債 92 108 109

土地 220 229 229 65 90 90

建物 18 32 33 未払金 14 4 5

工作物 594 1,305 1,315 賞与等引当金 8 8 8

建設仮勘定 14 28 28 預り金 6 6 6

物品 13 53 54 その他 - 0 0

　　無形固定資産 0 46 47 純資産 1,146 1,646 1,680

　　投資その他の資産 87 89 102 　　固定資産等形成分 1,913 2,802 2,831

投資及び出資金 17 2 2 　　余剰分（不足分） △ 767 △ 1,156 △ 1,152

長期延滞債権 10 20 20 　　他団体出資等分 - - 0

長期貸付金・基金 61 69 83

徴収不能引当金 △ 1 △ 2 △ 2

流動資産 165 242 251

現金預金 54 97 106

未収金 3 9 9

短期貸付金・基金 108 135 136

　財政調整基金 79 107 107

　 　減債基金 28 28 28

棚卸資産 - 0 0

徴収不能引当金 0 0 0

資産合計 1,970 2,908 2,946 負債+純資産合計 1,970 2,908 2,946

※四捨五入の関係で合計額が一致しない場合があります。

※事業用資産及びインフラ資産の建物、工作物、その他は減価償却累計額を控除した金額となります。

★連結ベースの資産は、約２，９４６億円、負債は約１，２６７億円

1年内償還予定地方債

貸　借　対　照　表

（令和5年3月31日現在） （単位：億円）

科　目 科　目

令和５年３月３１日時点における資産（連結ベース）は約２，９４６億円となり、うち約８

６％は有形固定資産が占めています。一方、負債（連結ベース）は約１，２６７億円となり、

うち約６３％は地方債が占めています。なお、一般会計等の地方債等及び１年内償還予定地

方債には、償還にあたって国が財源を保障する臨時財政対策債（約２６１億円）が含まれて

います。

①令和４年度 貸借対照表
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　　職員給与費

　　賞与等引当金繰入額

　　その他

　　物件費

　　維持補修費

　　減価償却費

　　その他

（単位 ：億円）

　　臨時利益

　純行政コスト

　　補助金等

　　社会保障給付

　　その他

　経常収益

　　使用料及び手数料

　　その他

　　業務費用

　　　人件費

　　　物件費等

　　　その他の業務費用

　　移転費用

　　臨時損失

消耗品費や委託料など、消費的性質の経費であって、
資産計上されないもの 

資産の機能維持のために必要な修繕費など 

一定の耐用年数に基づき計算された、建物などの償却
資産の価値減少分 

資産の売却損益など、臨時的に生じた損失又は利益 

勤労により本年度に発生した翌年度支給される期末手
当、勤勉手当、これらに伴う法定福利費の見込額 
 

他の団体や個人に支払う補助金や負担金など 

行政コスト計算書（PL)

　行政コスト計算書は、本年度の地方公共団体の費用、収益を明らかにすることを目的として作成され、
企業会計における損益計算書に相当します。ただし、損益計算書においては、収益と費用の差額が純利益
を示すのに対し、行政コスト計算書では、行政サービスの提供に要した費用（コスト）の内訳を示していま
す。
　これは、企業は利益の追求を目的として、純利益を示すことに重きを置かれているのに対し、地方公共
団体は住民の福祉の向上を目的としているため、税金や補助金の使途を明確にすることに重点が置かれ
ている違いがあるためです。
　経常費用（業務費用・移転費用）から経常収益を差し引いた金額を純経常行政コストといい、そこから
臨時損失と臨時利益を加えたものを純行政コストといいます。純行政コストは、純資産変動計算書の純
行政コストと一致します。

公営住宅の使用料や住民票の交付手数料など 

金  額科　目

　純経常行政コスト

　経常費用
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（単位：億円）

一般会計 全　体 連　結

　経常費用 568 901 1,076

　　業務費用 314 379 388

人件費 111 119 120

職員給与費 69 74 75

賞与等引当金繰入額 8 8 8

その他 34 37 37

物件費等 193 240 245

物件費 124 137 140

維持補修費 6 8 9

減価償却費 64 94 95

その他の業務費用 10 20 23

支払利息 2 6 6

徴収不能引当金繰入額 1 2 2

その他 8 11 15

　　移転費用 254 523 688

　　　補助金 108 418 584

　　　社会保障給付 103 103 103

　　　他会計繰出金 42 - -

　　　その他 1 1 1

　経常収益 21 58 60

　　　　　　使用料及び手数料 8 41 42

　　　　　　その他 13 16 18

547 843 1,016

　臨時損失 0 0 0

　臨時利益 1 2 2

546 842 1,015

※四捨五入の関係で合計額が一致しない場合があります。

★連結ベースの純行政コストは、約１，０１５億円

　純経常行政コスト

　純行政コスト

（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

科　目

行　政　コ　ス　ト　計　算　書

令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの純行政コスト（連結ベース）は、約１，０１５

億円となりました。なお、移転費用の補助金における一般会計等ベースと全体ベースとの差額は、

国民健康保険特別会計や介護保険特別会計等の負担金が該当します。また、使用料及び手数料にお

ける一般会計等ベースと全体ベースとの差額は水道事業及び下水道事業の各種料金が該当します。

②令和４年度 行政コスト計算書
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固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体
出資等分

　　税収等

　　国県等補助金

　　有形固定資産等の増加

　　有形固定資産等の減少

　　貸付金・基金等の増加

　　貸付金・基金等の減少

（単位 ：億円）

合計

　　他団体出資等分の減少

　　比例連結割合変更に伴う差額

　　その他

　　本年度純資産変動額

　　本年度末純資産残高

　　固定資産等の変動額（内部変動）

　　資産評価差額

　　無償所管換等

　　他団体出資等分の増加

　　前年度末純資産残高

　　純行政コスト（▲）

　　財源

　　本年度差額

科目

市税、地方交付税交付金、
寄附金など  

有価証券等の資産評価額の
増減  

国または県からの補助金、
負担金など  

純行政コストと財源の差額
(本年度差額）により生じた
余剰分（不足分）について、
有形固定資産の取得、基金の
積立などにより、固定資産等
の形成にどれだけ用いられた
かを表す項目

株式の追加取得等による
他団体出資等分の増減

無償で譲渡または取得した
固定資産の評価額等

一部事務組合・広域連合の
経費負担割合の変更分

純資産変動計算書（NW)

　純資産変動計算書は、本年度の地方公共団体の純資産及びその内部構成の変動を明らかにすること
を目的として作成され、企業会計における株主資本等変動計算書に相当します。
　税収や国県等補助金などの財源から純行政コストを差し引いた金額を本年度差額、そこから有価証券
等の評価増減額を表す資産評価差額、無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を表す無償所管
換等などを加えた金額を本年度純資産変動額といいます。さらに、本年度純資産変動額に前年度末純資
産残高を加えた金額を本年度末純資産残高といい、貸借対照表の純資産の部と一致します。
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固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体等出
資分

　　前年度末資産残高 1,121 1,946 △ 826 1,614 2,826 △ 1,212 1,651 2,857 △ 1,206 0

　　純行政コスト △ 546 △ 546 △ 842 △ 842 △ 1,015 △ 1,015 0

　　財源 574 574 874 874 1,044 1,044 0

　　税収等 406 406 527 527 619 619 0

　　国県等補助金 167 167 347 347 425 425 -

　　本年度差額 27 27 32 32 29 29 0

固定資産等の変動額（内部変動） △ 31 31 △ 23 23 △ 24 24

　　有形固定資産等の増加 55 △ 55 95 △ 95 96 △ 96

　　有形固定資産等の減少 △ 86 86 △ 119 119 △ 120 120

　　貸付金・基金等の増加 72 △ 72 90 △ 90 92 △ 92

　　貸付金・基金等の減少 △ 72 72 △ 89 89 △ 91 91

資産評価差額 - - - - - -

無償所管換等 △ 2 △ 2 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 0 0

その他 - - - 1 - 1 1 - 1

　　本年度純資産変動額 25 △ 33 58 32 △ 24 56 29 △ 26 54 0

　　本年度末純資産残高 1,146 1,913 △ 767 1,646 2,802 △ 1,156 1,680 2,831 △ 1,152 0

※四捨五入の関係で合計額が一致しない場合があります。

★連結ベースの本年度差額は約２９億円、本年度純資産変動額も約２９億円

純　資　産　変　動　計　算　書

合計

（令和4年4月1日～令和5年3月31日） （単位：億円）

科　目

一般会計 全　体 連　結

合計 合計

令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに得られた財源（市税、地方交付税交付金、寄附金、

国県等補助金など）から純行政コストを差し引いた本年度差額（連結ベース）は約２９億円となり、

無償所管換え等の増減などを加えた本年度純資産変動額も約２９億円となりました。

なお、税収等における一般会計等ベースと全体ベースの差額は、国民健康保険税、後期高齢者医療

保険料、介護保険料などが該当します。

③令和４年度 純資産変動計算書
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金額

　　業務費用支出

　　人件費支出
　　物件費等支出

　　その他の支出
　　移転費用支出
　　補助金等支出
　　社会保障給付支出
　　その他の支出

　　支払利息支出

（単位 ：億円）

　　投資活動支出

科目

　　業務支出

　　業務収入

　　税収等収入

　　国県等補助金収入

　　その他の収入

　　臨時支出

　　臨時収入

　　業務活動収支

　　前年度末資金残高

　　本年度末資金残高

　　本年度末歳計外現金残高

　　本年度末現金預金残高

　　投資活動収入

　　投資活動収支

　　財務活動支出

　　財務活動収入

　　財務活動収支

　　本年度資金収支額

資金収支計算書（CF)

　資金収支計算書は、地方公共団体の資金収支の状態を明らかにすることを目的として作成され、企業
会計におけるキャッシュ・フロー計算書に相当します。ただし、資金収支計算書では、資金収支を業務活
動収支、投資活動収支及び財務活動収支に区分して表示します。
　一般的に、業務収入を財源として業務支出を行うとともに、財務活動収入及び投資活動収入を財源と
して投資活動支出を行います。なお、本年度末現金預金残高は貸借対照表の現金預金と一致します。

業務を行うに当たって支出した金額

補助金、社会保障給付、他会計への繰出金
などに要する支出

市税、地方交付税交付金、国県等補助金、
使用料などの収入 

災害復旧などに要する支出 

公共施設等の整備、基金の積立、貸付け
などに要する支出

市債の償還などに要する支出 

業務活動収支、投資活動収支、財務活動
収支の合計額 

災害復旧に関する補助金などの収入 

市債の発行などの収入 

地方債の利息に要する支出

国県等補助金、基金の取崩し、貸付金
の元金回収、資産の売却などの収入 
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一般会計 全　体 連　結

　業務支出 516 815 990

業務費用支出 249 280 288

人件費支出 111 119 120

物件費等支出 129 145 149

支払利息支出 2 6 6

その他の支出 7 10 14

移転費用支出 267 535 701

補助金等支出 121 431 596

社会保障給付支出 103 103 103

その他の支出 42 1 1

　業務収入 586 916 1,088

税収等収入 407 526 618

国県等補助金収入 160 335 412

その他の収入 19 55 57

　臨時支出 - 0 0

　臨時収入 - 0 0

71 101 99

　投資活動支出 95 135 137

　投資活動収入 68 75 78

△ 27 △ 60 △ 60

　財務活動支出 68 92 93

　財務活動収入 35 63 63

△ 33 △ 29 △ 29

　本年度資金収支額 11 12 10

　前年度末資金残高 37 80 90

　本年度末資金残高 48 92 100

　本年度末歳計外現金残高 6 6 6

54 97 106

※四捨五入の関係で合計額が一致しない場合があります。

★連結ベースの業務活動収支は、約９９億円

科　目

　業務活動収支

資　金　収　支　計　算　書

　投資活動収支

　財務活動収支

　本年度末現金預金残高

（令和4年4月1日～令和5年3月31日） （単位：億円）

令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの本年度資金収支額（連結ベー

ス）は約１０億円となりました。このうち、業務活動収支は約９９億円、投資活

動収支は約△６０億円、財務活動収支は約△２９億円となり、本年度末資金残高

は約１００億円、本年度末歳計外現金残高を加えた本年度末現金預金残高は約１

０６億円となりました。

④令和４年度 資金収支計算書
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令和４年度 令和３年度 増減額

固定資産 1,806 1,836 △ 30

　　有形固定資産 1,718 1,751 △ 33

事業用資産 861 883 △ 22

土地 271 274 △ 3

建物 556 583 △ 27

工作物 20 22 △ 2

建設仮勘定 13 5 8

インフラ資産 845 856 △ 11

土地 220 218 2

建物 18 20 △ 2

工作物 594 609 △ 15

建設仮勘定 14 10 4

物品 13 12 1

　　無形固定資産 0 0 0

　　投資その他の資産 87 84 3

投資及び出資金 17 17 0

長期延滞債権 10 11 △ 1

長期貸付金・基金 61 57 4

徴収不能引当金 △ 1 △ 1 0

流動資産 165 156 9

現金預金 54 43 11

未収金 3 3 0

短期貸付金・基金 108 110 △ 2

　財政調整基金 79 82 △ 3

　減債基金 28 28 0

棚卸資産 - - 0

徴収不能引当金 0 0 0

資産合計 1,970 1,992 △ 22

 ５.財務書類の経年比較
　　一般会計ベースで、前年度数値と比較しています。
　　各増減数値の下には、令和４年度の代表的な事業等を掲載しています。

科　目

固定資産の主な増減

・事業用資産（建物）

27億円減

東陽中学校武道場新築工事

1億8千万円

小野寺北小学校除却関係

▲1億4千万円

※当期減価償却額

▲33億6千万円

・事業用資産

（建設仮勘定）

8億円増

消防庁舎建設事業

6億9千万円増

都賀総合支所複合施設

新築工事 1億2千万円増

・インフラ資産（工作物）

15億円減

部屋南部地区指定緊急

避難所 7千万円増

農道整備事業（寄居地区

舗装工事） 7千万円増

※当期減価償却額

▲23億5千万円

・投資その他の資産

3億円増

公共施設整備等基金

2億7千万円増

・現金預金

11億円増

基金積立金が26億円減額したこと等により資金残高が増えたた

め（資金収支計算書を参照）

・財政調整基金

3億円減 財政調整基金積立金 18億円

財政調整基金繰入金 21億円

①貸借対照表
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令和４年度 令和３年度 増減額

負債 824 871 △ 47

　　固定負債 732 777 △ 45

地方債等 503 534 △ 31

長期未払金 137 150 △ 13

退職手当引当金 90 91 △ 1

損失補償等引当金 2 2 0

その他 - 0 0

　　流動負債 92 94 △ 2

65 68 △ 3

未払金 14 14 0

賞与等引当金 8 8 0

預り金 6 5 1

その他 - - -

純資産 1,146 1,121 25

　　固定資産等形成分 1,913 1,946 △ 33

　　余剰分（不足分） △ 767 △ 826 59

負債+純資産合計 1,970 1,992 △ 22

1年内償還予定地方債

科　目

固定負債の主な増減

・地方債等

31億円減

臨時財政対策債

▲18億千2万円

一般単独事業債

▲4億1千万円

・長期未払金

13億円減

公営企業債等繰入見込額

▲12億7千万円

①貸借対照表

固定資産が約30億円減少し、流動資産が約9億円増加したため、資産合計が約22億円減少し

ました。

一方で、固定負債が約45億円減少したため、負債合計が約47億円減少しました。
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（単位:億円）

令和４年度 令和３年度 増減額

　経常費用 568 580 △ 12

　　業務費用 314 310 4

人件費 111 109 2

職員給与費 69 67 2

賞与等引当金繰入額 8 8 0

その他 34 34 0

物件費等 193 193 0

物件費 124 123 1

維持補修費 6 7 △ 1

減価償却費 64 63 1

その他の業務費用 10 9 1

支払利息 2 2 0

徴収不能引当金繰入額 1 1 0

その他 8 6 2

　　移転費用 254 270 △ 16

　　　補助金 108 123 △ 15

　　　社会保障給付 103 102 1

　　　他会計繰出金 42 43 △ 1

　　　その他 1 1 0

　経常収益 21 20 1

　　　　　　使用料及び手数料 8 8 0

　　　　　　その他 13 12 1

547 560 △ 13

　臨時損失 0 4 △ 4

　臨時利益 1 2 △ 1

546 563 △ 17

（単位:億円）

令和４年度 令和３年度 増減額

　　前年度末資産残高 1,121 1,096

　　純行政コスト △ 546 △ 563 △ 17

　　財源 574 590 △ 16

税収等 406 394 12

国県等補助金 167 196 △ 29

　　本年度差額 27 27 0

無償所管換等 △ 2 △ 3 1

その他 - 0 0

　　本年度純資産変動額 25 24 1

　　本年度末純資産残高 1,146 1,121 25

　純行政コスト

科　目

　純経常行政コスト

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

科　目

固定資産等の変動額（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

経常費用の主な増減

・人件費

2億円増

職員給与費は、時間外勤務

手当、賞与の増、及び会計

年度任用職員等の期末手当

の増によるもの

・その他の業務費用その他

2億円増

令和２年度子どものための

教育・保育給付交付金交付

額の確定による返還金(国

庫) 1億2千万円

・補助金

15億円減

子育て世帯への臨時特別

給付金 ▲22億円7千万円

臨時費用の主な増減

・臨時損失

4億円減

災害復旧事業 ▲2億円

資産除売却損 ▲2億円

②行政コスト計算書

財源の主な増減

・国県等補助金

29億円減

子育て世帯等臨時特別支援事

業費補助金 ▲29億円

③純資産変動計算書
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（単位:億円）

令和４年度 令和３年度 増減額

　業務支出 516 533 △ 17

業務費用支出 249 246 3

人件費支出 111 109 2

物件費等支出 129 130 △ 1

支払利息支出 2 2 0

その他の支出 7 6 1

移転費用支出 267 287 △ 20

補助金等支出 121 140 △ 19

社会保障給付支出 103 102 1

その他の支出 42 44 0

　業務収入 586 597 △ 11

税収等収入 407 395 12

国県等補助金収入 160 183 △ 23

その他の収入 19 19 0

　臨時支出 - 2 △ 2

　臨時収入 - 0 0

71 62 9

　投資活動支出 95 132 △ 37

公共施設等整備費支出 34 35 △ 1

基金積立金支出 35 61 △ 26

貸付金支出 26 36 △ 10

　投資活動収入 68 64 4

国県等補助金収入 7 12 △ 5

基金取崩収入 34 14 20

貸付金元金回収収入 26 36 △ 10

資産売却収入 2 2 0

△ 27 △ 69 42

　財務活動支出 68 62 6

　財務活動収入 35 57 △ 22

△ 33 △ 5 △ 28

　本年度資金収支額 11 △ 11 22

　前年度末資金残高 37 49 △ 12

　本年度末資金残高 48 37 11

　本年度末歳計外現金残高 6 5 1

54 43 11　本年度末現金預金残高

科　目

　業務活動収支

　投資活動収支

　財務活動収支

④資金収支計算書

投資活動支出の主な増減

・基金積立金支出

26億円減

減債基金 ▲17億5千万円

財政調整基金▲7億1千万円

・貸付金支出

10億円減

中小企業緊急景気対策

特別資金融資預託金

▲4億3千万円

中小企業向け資金融資

預託金 ▲6億

投資活動収入の主な増減

・基金取崩収入

20億円増

財政調整基金 21億円増

新型コロナウイルス感染症

対策基金 2億5千万円増

・貸付金元金回収収入

10億円減

中小企業資金融資預託金

元金 ▲6億円

中小企業特別資金融資預託

金元金 ▲4億3千万円

財務活動収支の主な増減

・財務活動支出

6億円増

令和元年東日本台風災害

元利償還金

3億5千万円

②行政コスト計算書

経常費用が約12億円減少したことにより、純経常行政コストが約13億円減少し、臨時損失が約4億円減少したこ

とにより、純行政コストは約17億円減少しました。

③純資産変動計算書

純行政コストを上回る収入があったことから、2年連続で黒字経営ができており、純資産残高も2年連続で増と

なりました。

④資金収支計算書

業務活動収支が約9億円増加、投資活動収支が約42億円増加、財務活動収支が約28億円減少したことにより、本

年度末の現金預金残高は約11億円の増加となりました。
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６. 一般会計財務書類から算出される指標


各指標に示されている矢印は、その指標において数値が高い方が良いのか低い方が良いのか
について示しました。また、各指標の矢印の右にはその理由を記載しました。
矢印の色が青色は本市にとって良い状況を示し、赤色は悪い状況を示しています。

住民一人当たり資産額
類似団体平均

歳入額対資産比率=資産合計÷歳入総額

市民一人当たり資産額=資産合計÷住民基本台帳人口

①資産の状況-将来世代に残る資産はどのくらいあるのか-

資産全体の経年比較では減少傾向にあります。

令和4年度では資産合計が前年比約25.7億円減少し

ています。流動資産は約20億円増加しています

が、固定資産が約45億円減少していることが減少

理由です。また、減少とは主に資産の老朽化を示

しており、工作物（インフラ資産）では令和4年度

に約48億円の資産老朽化が進んでいます。なお、

類似団体平均と比較すると市民一人当たり資産額

は平均を下回っていますが、本市では、資産の道

路や河川の敷地のうち、取得価格が不明であるも

のや備忘価格1円で評価しているものが多いためと

考えられます。

歳入に対して約2.71年分の資産形成となってお

り、著しく少ないものではないと言えます。ま

た、資産合計には固定資産以外に金融資産関係も

含まれますが、金額規模から見ても固定資産が中

心となるため、この数値が社会資本整備への投資

度合として判断することが出来ます。類似団体平

均と比較して数値が低く、類似団体よりも社会資

本の整備が進んでいないといえます。

131.4 132.2 131.9 126.9 126.6 

152.7 153.0 161.6 173.7

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

H30 R1 R2 R3 R4

市民一人当たり資産額（万円）

住民一人当たり資産額 類似団体平均

万円

3.34 2.81 2.22 2.60 2.71

3.91 3.73
3.02

3.71

0.00

2.00

4.00

H30 R1 R2 R3 R4

歳入額対資産比率（年）

歳入額対資産比率 類似団体平均

年

数値が高いほど社会資本の整備が進んでいる

と考えられますが、将来的に資産の維持管理

に多額の経費が必要となり、高すぎても低す

ぎても良いとは言えないため、類似団体平均

程度が良いと判断されます。

歳入総額に対する資産の比率を算定することで、形

成された資産が何年分の歳入に相当するかをみるこ

とができ、地方公共団体の資産形成の度合いを測れ

ます。

貸借対照表における資産の数値を分かりやすくするため

に、市民一人当たりの数値に置き換えました。

【人口(n年度.1.1現在）=H30:161,363人、R01:159,951

人、R02:158,397人、R03：156,930人、R04：155,669人】

数値が高いから財政が豊かであるとは限りませ

んが、資産が多いということは公共施設や道路

などが多いことになり市民サービスに貢献して

いることになります。類似団体と同程度を維持

できれば良いと判断されます。
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減価償却累計額
取得価格

有形固定資産減価償却率
類似団体平均

純資産比率=純資産合計÷資産合計

有形固定資産減価償却率=減価償却累計額÷（有形固定資産合計-土地等の非償却資産+減価償却累計額）

類似規模団体よりも低い水準にあるものの、こ

の一年間で1.9ポイントの老朽化が進んでいます。

これは減価償却費より固定資産取得の方が、数値

が小さい（減価償却費は約64億円、公共施設等整

備費支出は約34億円）ため、維持補修費と公共施

設等整備費支出の合計でも40億円弱であり、老朽

化は進んでいる状況です。今後の資産更新に係る

支出にもよりますが、近年中には類似規模団体に

並んでいくことが想定されます。

②資産と負債の比率-将来世代と現世代との負担の分担は適切か-

類似規模団体と比較して低くなっています。こ

の比率は貸借対照表の貸方割合であり、「負債が

多い」若しくは「純資産が少ない」の何れかを表

しています。後述④から住民一人当たりの負債額

が類似規模団体より多いことから「負債が多い」

可能性があります。ただし、これは地方債残高だ

けに限らず、確定債務による長期未払金や退職手

当引当金等による影響もあります。この指標が低

い場合は、現世代より将来世代への負担が大きい

ことを表していますが、数か年の傾向を見ると、

類似団体と同様に横ばいを維持しています。

59.5 60.8 61.6 54.4 56.3
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59.5 60.00
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有形固定資産減価償却率（％）

有形固定資産減価償却率 類似団体平均

％
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純資産比率（％）

純資産比率 類似団体平均

％

有形固定資産のうち、建物などの償却資産の取得価格に

対する減価償却累計額の割合を算出することにより、資

産を取得してからどの程度年数が経過しているかを表す

指標になります。

※土地等の非償却資産＝事業用資産の土地・立竹木・建設

仮勘定、インフラ資産の土地・建設仮勘定、物品の合計

数値が高いほど公共施設が老朽化しているこ

とを示し、数値が低いほど公共施設の建設に

投資をし、新しい施設が多いことを示すた

め、数値は50％程度を保つ状態が良いと判断

されます。

数値が低い場合には、公共資産の将来世代負

担が高くなります。バランスを考えると、毎

年の比率が横ばいが良いと判断されます。

純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将来世代

も利用することのできる資源を蓄積したことを表しま

す。一方で、純資産の減少は、将来世代が利用すること

のできた資源を現世代が消費し便宜を受ける反面、将来

世代に負担を先送りしたことによるものとなります。
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将来世代負担比率
類似団体平均

市民一人当たり行政コスト=純行政コスト÷住民基本台帳人口

将来世代負担比率=地方債合計（臨時財政対策債除く）÷固定資産合計（有形+無形）

一般会計の地方債合計が約32.7億円減少、うち

特例地方債以外が約13.7億円減少となっているこ

とから、前年度より0.5ポイント減少しています

が、類似規模団体と比較してやや多い水準となっ

ています。この比率は世代を超えて負債を将来へ

引継いでいくものとなります。今後も大型建設事

業に係る地方債発行が増える見込みですが、毎年

度の予算において、地方債の借入額が償還額を超

えないように注意し、現世代負担と将来世代負担

のバランスを考慮する必要があります。

③行政コストの状況-行政サービスは効率的に提供されているか-

類似規模団体と比較してやや少ない水準です。

令和2年度をピークにコロナ関連のコスト（主に補

助金等）が減少傾向にあり、経年比較でも同様に

減少傾向となっています。また、行政コスト計算

書は発生主義によるコストを表しているため、減

価償却費や各種引当金繰入等がコストとして含ま

れております。

類似団体と同程度の数値となっていますが、今

後も行財政改革への取組みとして経常費用を抑制

し、経常収益の増加を考慮する必要があります。

30.3 33.8

48.0
35.8 35.1

31.2 32.1

44.2

36.3

1.0

26.0

H30 R1 R2 R3 R4

市民一人当たり行政コスト（万円）

住民一人当たり行政コスト 類似団体平均

万円

割合が大きい程、社会資本等の形成に係

る将来世代の負担の比重が大きくなりま

すので、低い数値の方がより良いと判断

されます。

これまでに整備してきた公共資産のうち、将来世代が負

担する負債がどれだけ残っているかを把握することがで

きます。指標では、地方債合計のうち、特例地方債（臨

時財政対策債）を除いた額で計算されています。

類似団体や近隣自治体と比較して極端にこの

数値が高い場合には、団体の運営について効

率性を上げる必要があると判断できます。数

値は低い方がより良いと判断されます。

行政コスト計算書における純行政コストの数値を分かりや

すくするために、住民一人当たりの数値に置き換えました。

【人口(n年度.1.1現在）=H30:161,363人、R01:159,951人、

R02:158,397人、R03：156,930人、R04：155,669人】
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％
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債務償還可能年数=将来負担額-充当可能基金等÷経常一般財源等（歳入）-経常経費充当財源等

市民一人当たり負債額=負債合計÷住民基本台帳人口

④負債の状況-財政にどのくらい借金があるのか-

R4の債務償還可能年数は、分子である実質債務

（将来負担額－充当可能基金残高）が58億円減

少、分母である償還財源（資金収支計算書におけ

る業務活動収支の黒字分等）が11億円減少した結

果、R3から0.04ポイント増加しました。

なお、この項目については国の該当項目がな

く、参考指標という位置づけなので類似団体平均

の数値はありません。

経年比較では微減傾向ですが、類似規模団体と

比較して多い水準です。これは「負債が多い」可

能性があります。

今後もごみ焼却施設の大規模改修や消防本部・

消防庁舎建設事業等の大型建設事業が控えている

ため、地方債残高は増加する見込みです。公債費

等義務的経費の削減を中心とする行財政改革を進

め、財政の健全化に努める必要があります。
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市民一人当たり負債額（万円）

住民一人当たり負債額 類似団体平均

万円
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5.45 5.49

0.0

5.0

10.0
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債務償還可能年数（年）

債務償還可能年数

実質債務が償還財源の何年分あるかを示す指標で、

業務活動の黒字分を償還財源に充てた場合に、何年

で債務を償還できるかを示しています。

数値が高いほど、債務償還年数がかかる

ことになるため、数値が低い方がより良

いと判断されます。

数値が高いほど負債額が大きいことになる

ため、健全性という観点では、数値が低い

方がより良いと判断されます。

貸借対照表における負債の数値を分かりやすくするた

めに、住民一人当たりの数値に置き換えました。

【人口(n年度.1.1現在）=H30:161,363人、R01:159,951

人、R02:158,397人、R03：156,930人、R04：155,669

人】
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支払利息
投資活動収支
基金積立
基金取崩
基金差引

業務活動収支
投資活動収支
当該値
類似団体平均

業務活動収支
投資活動収支
当該値

行政コスト対税収等比率
類似団体平均

基礎的財政収支=業務活動収支（支払利息支出を除く）+投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

行政コスト対税収等比率=純経常行政コスト÷財源

支払利息及び基金収支を除くと、業務活動収支

では約72億円のプラス、投資活動収支が約25億円

のマイナスとなっています。前年度に引き続き40

億円超のプラスであり、堅調な経営であると言え

ます。自主財源での財政運営がプラスであること

を表しており、基金取崩や地方債発行による資金

調達に依存した経営ではないことが分かります。

しかし、前項までの通り、資産更新等に係る支出

（公共施設等整備費支出）が比較的少ない傾向で

あるため、類似規模団体と比較しても数値が高い

結果となっている可能性が考えられます。

⑤弾力性-資産形成を行う余力はどのくらいあるか-

令和4年度は前年度に引き続き100%を下回り、

いわゆる黒字経営（約26億円）となりました。経

常的に発生するコストを、使用料手数料等の収益

や財源で賄うことが出来ています。財源、純経常

行政コストどちらも減少していますが、その中に

おいても税収は約12億円増加していることが黒字

の要因であると考えられます。また、コロナ関連

の影響等もあり、未だ補助金が大きく変動してい

るため、今後の推移は不透明です。この指標は現

金主義ではなく、発生主義を基にした算出である

ことに留意が必要です。なお、この項目について

は国の該当項目がないため、類似団体平均の数値

はありません。
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数値が高いほど持続可能な財政運営ができ

ていると判断できるため、数値が高い方が

より良いと判断されます。

地方債等の元利償還金を除いた歳出と、地方債等発

行収入を除いた歳入のバランスを示す指標で、持続

可能な財政運営ができているかの評価ができます。

数値が高いほど、資産形成の余力がないこと

を示すため、数値が低い方がより良いと判断

されます。

財源が資産形成を伴わない行政コストにどれだけ消

費されたかを把握でき、この比率が100％に近い程資

産形成の余裕度が低いといえ、100％を上回ると過去

に蓄積した資産（基金等）が取り崩されたことを表

します。
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受益者負担比率
類似団体平均

受益者負担比率=経常収益÷経常費用

はありません。

⑥受益者負担の状況-受益者負担の水準はどうなっているか-

3～5%が全国平均と言われるもので、おおむね平

均値ではありますが、類似規模団体と比較すると

やや少ない水準です。令和元年度までは4%超で推

移していたため、ここ近年はコスト増加による減

少でしたが、補助金が減少傾向にあることで、経

年比較では徐々に増加傾向にあります。受益者負

担の増加を見込むと使用料等の増加となり、コス

トの抑制を見込むと住民サービスの低下になりか

ねないため、受益者負担はどちらがより効果的で

あるかを検討するとともに、今後も公共施設等の

利用頻度の増加等による経常収益増の取組みや、

行財政改革等で経常費用の減少を考慮する必要が

あります。
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（類似団体平均について）

総務省が国勢調査の結果に基づいて、「人口」や「産業構造」等によって、全国の市町村を分類して

いる「市町村類型」の平均値を使用しています。この場合、栃木市は「都市Ⅳ-２」に属します。

【その他のⅣ-２型の地方公共団体】

茨城県日立市、栃木県小山市、富山県高岡市、長野県上田市、岐阜県大垣市、静岡県磐田市、愛知県豊

川市・刈谷市・安城市・西尾市・小牧市、三重県松阪市・鈴鹿市、島根県出雲市、広島県東広島市、愛

媛県今治市

数値が高いと受益者負担が大きいことにな

るので、市民の負担が大きくなりますが、

数値が低くても行政への負担が大きくなる

ので、類似団体平均程度が望ましいと判断

されます。

行政コスト計算書における経常収益は、使用料及び

手数料などの受益者負担の金額であるため、経常収

益の行政コストに対する割合を算定することによ

り、受益者負担割合を算定することができます。
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